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製薬企業における流通システムの分析 (1) 
一一他産業との経営比較からみた医薬品産業ないし製薬企業の
特徴と医薬品の流通にも果たす医薬情報担当者の役割一一
小原 久
?
はじめに
この小論は，製薬企業における流通システムの分析を行う前段階として，製
薬企業ないし医薬品産業が他の産業との経営比較からみた製薬企業ないし医薬
品産業の特徴を明らかにするとともに，その特徴の lつである医薬情報担当者
の存在とそれが医薬品の流通にいかなる役割を果たしているのか，を解説する
ことを目的としている。
医薬品つまりある薬効分野の品目を流通させていく源は医薬品を生産（製
造）し，販売する製薬企業であるから，製薬企業の医薬品生産行動の中にいか
なる特徴が内在しているのかを公表済みの資料に基づいて明らかにする必要が
あると考える。
この点の解明は，医薬品の生産システムとその流通システムが交錯している
領域を製薬企業ないし医薬品産業の経営分析を通じて，また大抵の場合製薬企
業の社員である医薬情報担当者（プロパー〉が医薬品の流通に対しても果たし
ている役割を通じて明らかにしようとするものである。この意味で，製薬企業
の特徴をまとめ，医薬情報担当者の役割を強調することは，結局のところ医薬
品の流通システムのー側面を明らかにするのに役立つと考える。
Iでは，他の産業との経営比較からみた医薬品産業ないし製薬企業の特徴を
まとめ， Eでは医薬品の流通に対しても重要な役割を果たしている医薬情報担
当者のプロモーション活動について説明する。
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医薬品産業ないし製薬企業の特徴
1. 医薬品の生産動向に係わる特徴
わが国の経済は，第1次石油危機（昭和49年〉，第2次石油危機（54年），そ
の後の世界経済特に先進諸国の同時不況の影響を受けて，先端技術関連産業を
除き，素材産業を中心とする不況，設備投資の不振，長期にわたる消費の低迷
などが続く不況下にあり， 59年は欧米先進諸国との経済摩擦が続く状況ではあ
るが，景況に明るさがみえていない。その上，昭和60年代後半からの円高不況
が波及し，わが国の経済は一段と厳しい状況に置かれている。
このような先行き不透明で景況に明るさがみえにくい厳しい薬事環境の中に
あって，医薬品総生産額は，医療費抑制，薬価基準の引下げにもかかわらず，
昭和53年と55年には対前年増加率が14%前後， 54,56, 57年は l桁台なら 5～
9%であったが， 58年は1.3%の微増となり， 59年には初めて－0.1%となり， 60
年には－0.6%と対前年比はほんの僅かであるが減少している。
このように，医薬品総生産額の対前年増加率は鈍化する傾向にあり，医薬品
全体の生産動向にも変化が現われているが，医薬品総生産額そのものは増加傾
向を示している。このことは，わが国の大手や中堅の製薬企業にようやく研究
開発力が開花し始め，抗生物質製剤，抗悪性腫蕩剤，循環器官用薬などの国産
新薬が有力な大型商品として登場してきたからにほかならない。
たとえば，抗生物質製剤に国産新薬が登場した。戦後， GHQがペニシリン
の製造法をわが国の製薬企業へも公開したので，ペニシリンの製造が開始され
た。その後，ストレプトマイシン，合成抗生物質製剤の製造が開始された。い
まわが国は抗生物質製剤の研究開発では世界をリードしていると言われている。
特に，セフェム系の抗生物質は，第1世代（セファメジンなど），第2世代（セ
フメタゾン，パンスポリンなど〉の新薬の開発と販売が著しく進み，昭和57年
についに第3世代（ベストコール，シオマリン，エポセリンなど〉が開発さ
れ，販売される段階に至った。そのため，抗生物質製剤の生産額は飛躍的に増
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加しており，昭和60年には6,905億円で医薬品総生産額の17.3%を占めて，最
も多い生産額となっている。
わが国の抗悪J性腫蕩剤の開発は，開発の遅れを取り戻すために，バルクや技
術の導入という段階で始められた。大鵬薬品工業がソ連開発の抗悪性腫蕩剤5-
FU （フルオロウラシノレ〉改良して抗悪性腫蕩剤フトラフールを開発し，昭和
49年から同社が発売したのが最初であった。その後，国産の抗悪性腫蕩剤も研
究開発された。その当時の例でみれば，中外製薬が開発した宿主機能賦活性抗
悪性腫蕩溶連菌製剤ピシパニールが昭和50年に同社から発売され，呉羽化学工
業が開発した抗悪性腫湯剤クレスチンが昭和52年に三共から発売されている。
表 I-1 昭和60年の推定年商200億円以上の大型商品
（単位：億円〉
製薬企業名｜商品名
塩野義製薬｜ケフラール
三 共｜クレスチン
塩野義製薬｜シオマリン
武田薬品工業｜パンスポリン
藤沢薬品工業｜タガメット
三 共｜セフメタゾン
山之内製薬｜ベンジピン
大鵬薬品工業｜フトラフール
藤沢薬品工業｜セファメジン
寿 製 薬｜マーズレンS
藤沢薬品工業｜エポセリン
エーザイ｜ノイキノン
田辺製薬｜ホパテ
塩野義製薬｜ケフレックス
ドリ十字｜アルブミンα
田辺製薬｜へノレベッサー
武田薬品工業｜アダラート
大鵬薬品工業｜ユーエフティ
武田薬品工業｜ベストコール
薬効種目
セフアロン系抗生物質製剤
抗悪性腫蕩剤（52年発売）
セフェム系抗生物質，注射剤
セフェム系抗生物質，注射剤
H2受容体括抗剤
セフェム系抗生物質，注射剤
循環機能改善剤
抗悪性麗揚剤（49年発売〉
セファロスポリン系抗生物質
消炎性抗潰虜剤
セフェム系抗生物質，注射剤
代謝性強心剤
脳代謝改善剤
セフェム系抗生物質
血液製剤
Ca＋＋括抗剤
抗狭心症薬
抗悪性腫湯剤
セフェム系抗生物質，注射剤
推定年商
720 
700 
500 
410 
400 
365 
380 
290 
280 
270 
270 
260 
260 
260 
250 
240 
220 
210 
210 
資料：薬業時報社編，『薬事ハンドブック ’87』，昭和62年。薬事日報社
編，『薬業経済年鑑』，昭和59年。日本医薬情報センター編，『医療薬
日本医薬品集』，第8版，昭和59年，薬業時報社
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循環器官用薬は，昭和40年以来，特に48年の老人医療無料化（57年成立の老
人保健法により58年2月1日より一部負担金を支払うことになった。〉以来，
著しく生産額が増大したが， 50年代以降も強心剤，血管拡張剤，不整脈用剤な
どに新薬が開発され，大型商品となっている（表 I-1）。事実，製薬企業の大
手，中小の専業だけでなく，異業種の企業や外資系医薬品関連企業の新規参入
企業も業績が順調で不況知らずの高収益を続けている。
2. 主要な製薬企業の経営概況に係わる特徴
薬価基準の引下げが製薬企業の収益に大きな影響を与えていることは，日本
銀行統計局『主要企業経営分析』に基づいて主要な製薬企業9社の経営概況を
昭和50年度， 55年度， 60年度の推移でみてもよくわかる。
総合的な収益指標を示す総資本経常利益率は50年度の7.65%から55年度の1
3.04%へと上昇傾向がみられるが， 60年度には9.89%となり，低下傾向がみら
れる。上昇傾向は新薬の上市でもたらされるわけであるが，低下傾向（56年度
は12.09,57年度は12.30%,58年度は11.36%'59年度は9.87%は，「医療費適
正化政策jによる国民医療費抑制の影響を受けて医薬品市場全体の生長が鈍化
し，製薬企業や卸売業者（卸企業）が医薬品の拡販競争を激化させていること
に起因している。
また，製薬企業の経営の安全性指数である自己資本比率は，昭和50年度の4
0.96%から60年度の51.45%へ上昇しており，自己資金（資本金，新株式払込
金，資本準備金，利益準備金，その他の剰余金の合計額）の貯蓄が進んでいる。
この自己資本比率の上昇は，製薬企業9社の場合には，財務体質の強化に役立
ち，新薬の研究開発費の投入に耐えるだけの資本貯蓄力が形成されていること
を表している。昭和55年度～60年度の期間では，営業利益が1.2%，経常利益が
18.7%とそれぞれ増加しているのに対して，自己資本は86.4%と大幅に増加し
ていることにも現われている。製薬企業9社の自己資本比率が高いことは，製
造業や化学工業に比べれば，明白である。
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表 I-2 大手製薬企業9社の財務状況の推移
（単位：百万円，%）
財務指標 昭和50年度 55年度 60年度
60年度
製造業 化学工業
7企E~ 上 高 786, 590 1,292, 290 1, 644, 116 27 ,878,870 12,088,281 
7三土E' 上 原 価 456,359 719,074 909,902 24, 526, 026 8,843'183 
営 業 利 益 67 ,660 152,810 154,682 4,989,039 807' 176 
経 常 手リ 益 60 ,589 156,877 185,697 4, 760 ,258 676,289 
自 己 資 本 325,829 531,099 990,375 44,321, 117 3' 448 ,394 
売上高経常利益率 7. 70 12.14 11. 29 4.23 5.59 
収
経営資本営業利益率 8.54 14.48 9.27 5.96 8.03 
益
総資本経常利益率 4. 79 5.58 7.65 13.04 9.89 
性 総資本回転率（回） 1.13 1. 00 0.99 1. 07 0.88 
安 自己資本比率 40.69 43.32 51.45 29.58 27. 91 
全
負債比率 149.12 132. 02 94.35 238.10 258:28 性
生 売上高付加価値率 35.27 36. 74 38.06 22.64 24.62 
産 従業者 l人当り付加
性 価値額 （千円）
6,016 10,810 13, 723 11,643 14,034 
資料：日本銀行調査統計局編，『主要企業経営分析』，各年度
（注） 1. 売上高経常利益率二経常利益÷売上高×100
経営資本営業利益率＝営業利益÷【前・当期末（流動資産十固定資産一投資その
他の資産一建設仮勘定） ÷2］×100
総資本経常利益率＝経常利益÷［前・当期末（資本＋負債） ÷2］×100
総資本回転率＝売上高÷［前・当期末（資本＋負債〉 ÷2］×100
売上高付加価値率＝付加価値額÷（前・当期末従業者数÷2〕
負債比率＝負債÷資本×100
自己資本比率＝資本÷（資本＋負債） ÷2
負債＝流動負債＋固定負債＋特別引当金
流動負債＝支払手形＋買掛金＋短期借入金＋負債性引当金＋その他流動負債
固定負債＝社債＋長期借入金＋負債性引当金＋その他国定負債
特定引当金＝価格変動引当金＋特別償却準備金十その他特定引当金
2. 調査対象企業数は，製造業が380社，化学工業が65社である。
生産性の指標である売上高付価値率をみれば，昭和50年度の35.27%の35.2
7%から60年度の38.06%へと上昇している。新薬の売上高がこの期聞に上昇に
寄与したのであろう。
このような大手製薬企業9社が含まれている医療用医薬品の大手専業企業の
経営概況を表 1-7でみれば，売上高の対前年増加率は昭和54年から57年まで
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は年平均9.1%で伸びていたが， 58年からは急減している。また，売上高純利益
率は多少低下しながらも全体として増収増益を続けている。
表 1-3 医療用医薬品の大手・中堅専業企業の売上高と
売上高純利益率の推移 （単位：億円，%）
医療用医薬品の大手専業企業 医療用医薬品の中堅専業企業
年 次
売 上 局 売上高純
7コまE~ 上 高 売上高純
対前年 対前年
増加率 利益率 増加率 利益率
昭和54年 15,373.92 4.64 2,227.87 2.75 
55 16,841.83 9.5 4.59 2,501. 52 12.3 2.58 
56 18,282.30 8.6 4.52 2,858.50 14.3 2.60 
57 19,996.53 9.4 4.55 3,017.97 5.6 2.52 
58 20,680.13 3.4 4.47 3, 168. 24 5.0 1.37 
59 20,775.97 0.4 3.74 3,170.66 0.8 0.78 
60 21,036. 79 1.3 3.90 3,381. 36 6.6 2.95 
資料：薬業時報社編，『薬業ハンドブック』，各年版
医療用医薬品の中堅専業企業12社の経営概況では，増収は大手並に近いが，
同じ7年間の売上高純利益率は上下の振幅が大きく，最近の数年間では低下傾
向がみられる（表 I-3）。
この経営指標をみただけでも，薬事環境全体の厳しさが増すにつれて，大手
と中堅との収益格差がやはり拡大する傾向にある。その収益格差も，営業利
益，経常利益，純利益が低迷しているため，薬価基準つまり薬剤費の引下げの
影響の程度，新薬の有無などによって変動しているとしづ経営概況が示されて
いる。
大衆薬の大手専業企業6社の経営概況では，医療用医薬品の販売も一部手掛
けているので，その同じ7年間では，売上高の対前年増加率及び売上高純利益
率はともにやや鈍化傾向にあるが，売上高純利益率は10%前後となっており，
医療用医薬品の大手専業企業や中堅の専業企業に比べ依然として高い水準を維
持している。
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表 I-4 大衆薬の大手専業企業6社
の売上高と売上高純利益率
の推移 （単位：億円，%）
売 上 高 売上高
年 次 対前年
純利益率増加率
昭和54年 1,496.72 11.18 
55 1,607 .14 7.4 10.46 
56 1, 717.80 6.9 9.90 
57 1,849.38 7.7 10.11 
58 1, 951. 94 5.5 9.50 
59 2,049.09 5.0 9.85 
60 2, 104.52 2.7 10.01 
表 1-3に同じ
3. 他産業（企業）との経営比較からみた医薬品産業ないし製薬企業の特徴
医薬品産業の各製薬企業が他の産業あるいは業種の企業に比べて，なぜ、高収
益を獲得できるのであろうか。この高収益性を分析すれば，医薬品産業に共通
した経営上の特徴を8つ明らかにすることができると考える。
(1) 低売上原価と高収益
第1の特徴は，医薬品の最終製品の生産額で示した市場規模が大きく，売上
原価率（製造原価率〉が低いため，売上高経常利益率が高いということである。
医薬品総生産額の対前年増加率は鈍化しているが（別稿での12ページ〉，医
薬品総生産額そのものは急激な増加傾向を示している。製薬企業の大手，中
堅，大小の各社とも業績が順調で，年によって売上高経常利益率に変動があっ
ても，概して長期的には不況知らずの増収増益を続けている。
この高収益の原因は一体どこにあるのであろうか。この原因について分析し
た結果，次の少なくとも 6つの原因（①～⑥）を指摘することができる。
① 経営指標の 1つの視点からみれば，自己資本比率が高いことをはじめ，
財務体質が抜群によいこと。
自己資本比率は，資本総額÷総資産×100で定義されている lつの経営指標
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である。昭和59年3月31日決算時の自己資本比率は，『有価証券報告書』によれ
ば，表 I-5に掲げた製薬企業の場合をみても，東京証券取引所第l部（株式
市場）上場企業平均の20%前後，製造業平均の20%台に比べて，医薬品産業な
いし製薬企業が極端に高いことは明白である。
表 I-5 主要な製薬企業の自己資本比率 （単位：百万円，%〉
製薬企業名 資本総額 総資産 自己資 設立年月日 前 身本比率
大正製薬 99,376 129,250 76.9 昭3.5.5 大正製薬所（大3)
ドリ十字 67' 103 99,011 67.8 昭25.11.20 
。塩野義製薬 119,330 182,592 65.4 大8.6.5 塩野義商店薬品部（明40)
※高有製薬 104,409 164,657 63.4 大6.4.30 高有舎密
吉富製薬 34,395 55,673 61.8 昭15.8.1
※第一製薬 57,440 99,320 57.8 大7.2.2 アーセミン商会
。 藤沢薬品工業 140,037 242,575 57.7 昭5.12.20 藤沢友吉商店（明28)
エーザイ 78,015 136,023 57.4 昭16.1 日本衛材
持田製薬 33,831 60,906 55.5 昭20.4.28
山之内製薬 79, 183 69,466 53.3 昭14.3.20
・大日本製薬 37,411 70,995 52.7 明30.5.14 大阪製薬
中外製薬 48,348 105, 114 46.0 昭18.3 中外新薬商会（大14)
0 武田薬品工業 231,807 501,521 46.2 大14.l. 29 武田長兵衛商店
※三 共 93,470 217 ,413 43.0 大2.3.1 三共商店（明38)
。田辺製薬 38,511 120,823 31. 9 昭8.12.15 田辺製薬所（明17)
資料：『有価証券報告書』。吉田甚吉，『医薬品業界』，昭和54年， 58-60ページ
（注） 1. 資本総額＝資本金＋新株式払込金＋資本準備金＋利益準備金十その他の
剰余金。 総資産＝流動資産＋固定資産
2. 決算期大日本製薬は昭和59年5月31日，田辺製薬は59年4月30日，
ドリ十字は58年12月31日，山之内製薬は58年12月31日，中外製薬は58年12
月31日である。
3. 製薬企業の起源 O印は和漢薬問屋→洋薬問屋→新薬メーカー
・印は創業当初から新薬メーカー
※印は創業当初から局方品メーカー
その理由として次の少なくとも 3つのことが考えられる。
( i) 三共，山之内製薬，第一製薬などを除いて，オーナー経営であること。
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増資で自己資本の増大を図ることに極めて慎重であり，配当の負担が増え
ることを嫌う傾向がはっきりしている。その反面，配当負担の少ない公募
増資には積極的であると言われている。
(i) 製薬工場などの資本設備が大規模でなくてもよいため，投資額の調達を
有利にさせていること。
（凶 医薬品は原料費が割安であるため，高付加価値商品となっている。その
ため，売上高経常利益率（経常利益÷売上高×100）が高く，高収益が得ら
れ，したがって自己資本の蓄積が可能であること。売上高は，売上量（販
売量〉× 1単位当りの販売価格のことであり，売上量×（原料製造費十原
料輸入費＋製剤費十包装費十一般管理・販売費＋利潤〉で表されている。
次に，表 1-6は，売上高経常利益について医薬品産業が属する化学工業の
平均と製造業の平均と医薬品産業の平均を比較したものである。この昭和54年
以降の比較でみても，医薬品産業ないし製薬企業には低原料費と高収益の顕著
な傾向がみられる。
表 1-6 医薬品産業の売上高経常利益率と売上原価率（単位：%）
年 次
売上高経常利益率 売上原価率
製造業化学工業医薬品工業 製造業化学工業医薬品工業
昭和54年 4.9 5.9 13.4 70.5 73.l 50.6 
55 4.6 4.8 12.8 71.6 74.7 51.1 
56 3.9 4.1 12.6 71.8 74.6 51.1 
57 3.8 4.3 12.6 71.8 73.6 50.8 
58 3.9 5.3 12.2 71. 5 72.6 51. 6 
59 3.9 6.2 12.2 70.6 71. 7 52.3 
60 4.2 5.6 1. 3 88.0 73.2 55.3 
資料：表 I-2に同じ
② 医療用医薬品の大手専業企業では，事業活動を最も明白に表している経
常利益は自社製品の販売強化策が実っているため，営業利益を上回ってい
ること。また，大衆薬の大手専業企業5社は，経常利益が営業利益を上
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回っていること。医療用医薬品の中堅専業企業12社のうち2社のみがその
ようになっている。
経常利益は，営業利益＋受取利息＋受取配当金一（支払利息＋割引料＋社債
利息）で，あるいは営業利益は売上総利息一一般管理・販売費で示されている。
昭和60年度には，医療用医薬品の大手専業企業16社の経常利益，営業利益の
平均は，それぞれ4%,2%と3年ぶりに回復している（表 I-7)。営業利益
が増加した製薬企業数は7社であった（表 I-7）。
表 I-7 医療用医薬品の大手専業企業16社の売上高，営業利益，経常利益
及び純利益の推移 （単位．百万円，%）
対 前 生「ー 度 上骨 減 ヰ4
製薬企業名
l{l 有！ 60 守一 lt 
向常業利益 経常利低純 利 4在フじ
売上高 営業利益 経常利益 純利益 60.3 I 61.3 6o.3 I 61.3 6o.3 I 61.3 60.3 I 61.3 
式出薬品工業 476,878 41.138 50 .894 20.133 企l 0 A.10 14 A.4 13 .All 9 
共 256.811 23.049 24.665 8 .655 5 6 企6 3 0.2 企3
藤沢薬品工業 169,848 7 .205 16,921 5.437 A.3 A.14 A.30 A.48 企20 A.24. 企45 企10
題野義製薬 198. 285 19.489 23.493 8,083 4 7 A.14 2 企12 15 A.23 10 
fl!辺製薬 147 .087 11.226 11.143 4.196 
エーザイ 137. 723 14,880 14,939 4.992 
山之内製薬 117,933 16,791 20.105 7.360 
第一製薬 107 .430 16,434 17,658 6,485 
中外製薬 103,312 13.542 14.013 4,868 
高有製薬 59,090 .Al.268 4.813 1,030 
大日本製薬 73 ,355 6 .201 8 ,009 3 ,226 
古宮製薬 60,289 3.685 4.411 1.136 
ミドリ｜字 72. 287 4,922 5.898 2.652 
持 Hl製薬 45.105 3,301 3,678 1.009 
fl 本製薬 40,063 3.802 4.231 1.201 
富山化学I業 38.183 5.258 3.124 1,509 
2.103,679 189,665 227 .995 81.972 
資料：薬業時報H編．『薬事ハンド・f.," ・87』，昭和621］＇・3J 
(iE) 企は対面IT1f／度減少率を'1；している。
4 。
3 
9 
5 
企lI 
3 
A.6 
.AlO 
企6
. , 企6 企16 4 企lI A.7 2 
2 A.20 . , A.14 A.6 企19 2 。企2 I ID 企5 14 
21 35 98 24 74 A.6 87 
3 企4 A.4 2 A.4 企7 7 
A.3 企92 A.420 A.6 企16 26 企63
7 企8 67 46 A.20 47 
A.4 企22 .All 企21 5 A.37 。
企9 A.34 企29 企27 企23 A.29 企18
企4 企53 0.5 企47 0.3 企45 A.22 。0.3 A.8 2 企l A.17 。
企3 A.15 企19 A.19 10 19 3 
A.14 2 A.7 4 A.16 6 
昭和60年度の16社の売上高，売上営業利益率，売上高純利益率の平均は僅か
ながら上昇している（表 I-7)。
医療用医薬品の中堅専業企業12社の売上高，営業利益，経常利益は，昭和60
年度の場合には，表 I-8のように，売上高の伸び率では増収率が6.6%と最
悪期であった59年度から緩やかに回復しつつある。営業利益は20%増益，経常
利益は21%増益となり， 3年ぶりの増益に転じたが，その水準は依然として低
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位ににとどまっている。売上高営業利益率は7.4%，売上高経常利益率は6.6%
である。それぞれの経営指標を医療用医薬品の大手専業企業16社の平均9.0%,
10.8%と比べれば，大手専業企業との収益格差が依然、として極めて大きい。
大衆薬の大手専業6社の売上高，営業利益，経常利益は，昭和60年度の場合
には，表 1-8の通り，売上高は59年度に比べ2.7%の増収であったが，営業利
益は2.9%，経常利益は2.2%とそれぞれ小幅の減益となった。売上高営業利益
率は16.3%で前年に比べて0.9%の減益となり，売上高経常利益率は19.2%で
前年に比べて0.9%の減益であった。これは一般管理・販売費の増大が大きな
原因であろう。
表 1-8 医療用医薬品の中堅専業企業12社と大衆薬の大手専業企業6社の
売上高，営業利益，経常利益及び純利益の推移 （単位：百万円，%）
l『f 平I 60 1'・ l長 対 1W 可 l立 即1 減 * 製薬企業名
Jじ I:,!":i ＂、4’ 』 業経 ／＇｛； 純利佳
ッU I・. ,:'i 手t1: 利俗 経常利従 純利 4在
平4 低利 f占 60.3 I 61.3 
n '"i集品 28 ,825 l.048 673 100 5 5 32 39 67 20 35 5 
I＼’村Jl[(j｝（吹 58 .326 2.802 2,203 597 5 14 企35 A8 A42 A8 企65 12 
. iu;w1.iQ製薬 23. 006 l.133 571 157 企16 25 A767 43 A233 18 A8 10 
幣小型f薬品 l業 47 .116 ll.897 3.117 4,808 5 7 A2 0. 2 1 3 26 24 
製 lI iVf fヒ予 33 .887 2,380 2.259 843 A8 10 企35 29 企30 A8 3 34 
1.＋；ケミファ 13.816 232 787 188 企5 企8 A47 20 企34 AB 企18 7 
学1＇、 科研製粂 30 ,497 企3.958 企5,917 2 企6 A63 企356 A349 A96 i2.019 0.1 
1: 扶参桑天柴＇＂製1.r:：薬業 31.668 3.018 2. 720 1.254 3 6 3 企15 企3 企8 3 
18 .541 2.005 2,401 1.082 6 5 A9 企2 9 Al2 14 企9
引12 4語卜製薬 24. 797 611 企128 企453 2 企2 A33 A56 企39 企20 企75 A868 
帝l同臓椛製;It; 17.969 3.062 3.090 1.235 3 6 A9 企20 企0.2 8 25 5 
わかもと製薬 9,668 721 667 178 3 企7 Al2 企4 5 19 
338 .136 24,951 22. 443 9.991 0.1 7 企25 A20 Al9 21 A43 305 
大大 1：製薬 112.652 25,686 30. 067 16.384 4 3 3 企2 4 3 1 
!f( ェスエス製糸 34 ,802 3.429 3,900 1,606 6 3 4 企18 7 All 44 企35T久光製柴 17 .006 1,209 1. 785 675 7 6 A45 66 20 10 14 14 
T ロ ト製柴 16,021 l.028 1.880 1.142 6 A4 16 企48 10 33 23 企27
d、有l 光 'l~： 16.218 1.258 923 359 7 19 4 22 4 26 5 
？仏雌製薬 13. 753 1. 708 1.885 897 2 12 A3 75 3 68 7 108 
十l 210.452 34,318 40.440 21.063 5 3 3 企 3 6 企2 g 4 
資料：ぷ l 7に｜日jじ
昭和59年度と60年度の医療用医薬品の大手専業企業16社とその中堅専業企業
12社，大衆薬の大手専業企業6社の比較損益変動表でみれば，表 1-9の通
り，一般管理・販売費が損益計算に占める割合は，医療用医薬品の大手16社が
? ?
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36.6%，その中堅が47.7%，大衆薬大手が46.1%となっている。
大衆薬の大手専業企業の場合，一般管理・販売費が59年度に比べて1.0%増
えていることが，利益面の減益の大きな原因であると指摘できる。医療用医薬
品の大手専業企業，とりわけ武田薬品工業，中外製薬，三共，エーザイ，第一
製薬，塩野義製薬，山之内製薬のほか，技研製薬，興和新薬などが，昭和50年
代後半に入ってから新薬メーカーの持ち味を生かした大衆薬の製造と販売も行
い，医療用医薬品成分の大衆薬への転用拡大，処方築薬の店頭薬化戦略による
大衆薬の活性化策の実践を通じて，大衆薬市場への参入が活発となり，この医
療用医薬品の大手と大衆薬の大手が激しい企業間競争を展開しているので，大
衆薬の大手専業企業の一般管理費や販売費が増大している。
一般管理費や販売費は，どの製薬企業でも多い。特に，昭和50年以降の急速
な医療用医薬品の伸びの鈍化に対比すれば，大衆薬の商品生命（ライフサイク
ノレ）が医療用医薬品に比べて長いこと，国民医療費抑制策の進展と医療保険給
付の抑制がなされていること，これらのことに伴うセルフメディケイション
（自己治療〉が見直されてきていることなどを背景として，大衆薬の生産額が
増大傾向にあることを指摘できる。
大衆薬の大手専業企業はそのような大衆薬新時代の到来を期待して，これま
で、培ってきた大衆薬市場において安定した市場占有率を維持し続けるために，
系列化あるいは傘下の薬局・薬店との連携強化を図りながら，大衆薬浮上運動
を強力に展開している。そのため，大衆薬の大手専業企業の販売促進費の中に
含められた広告宣伝費は極めて多くなっている。医療用医薬品の専業企業も大
手，中堅などを問わず，他の業種の企業の販売促進費に比べてかなり高い。こ
れらのことは医薬品産業の事業活動を端的に表した収益面の特徴である。
医療用医薬品の大手専業企業と大衆薬の大手専業の殆どは，営業外収益があ
り，金利負担が軽い（この意味で金融収支がよしうため，経常利益の方が営業
利益を上回っているとし、う意味で，収益性に優れている（表 1-7と表 I-
8）。
? ?
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表 1-9 医薬品用途区分別製薬企業の百分比損益計算 （単位：%）
製薬企業群別 医療用医薬品大手専業 医療用医薬品中堅専業 大衆薬大手専業
年 度 昭和59 60 59 60 59 60 
7τ三E＝ 上 高 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
売 上 原 価 54.46 53.33 45.61 4.99 37.70 37.50 
一般管理販売費 36.55 37.76 47.82 7.65 45.05 46.05 
営業利益率 8.99 9.02 6.56 7.38 17.25 16.30 
主外損｜｜ 営業外収益 3.56 3.91 3.57 3.30 4.13 3.63 
益営業外費用 2.04 2.06 4.31 4.04 1. 21 0.72 
経常利益率 10. 51 10.84 5.83 6.64 20.18 19.21 
0.28 0.55 1.89 0.55 0.45 1.13 
別益特別損益 0.39 0.42 1. 01 0.48 0.11 0.13 
法人税等引当額 6.67 7.07 5.94 5.36 10.67 10.20 
純 利 益 3.74 3.90 0.78 2.95 9.85 0.01 
資料：薬業時報社編，『薬事ハンドブック ’87』，昭和62年
③ 医薬品の有効成分をmg単位で販売するため，医薬品の付加価値が極め
て大きいこと。このことは売上高純利益率の上昇に役立っている。
④ 燃料，動力などのエネルギーの消費原単位が極めて小さく，その分だけ
製造原価が小さいこと。そのため，第l次と第2次の石油価格の高騰が大
きな痛手とならず，円高の影響も小さく，不況知らずで生産を増加させ，
販売できたこと。
⑤ 自社開発の新薬が大型商品となっていること。また，新薬が相次いで登
場し，売上高の増加に貢献できる可能性が秘められていること。
⑥ 大手をはじめ中堅の製薬企業も，海外進出，製造技術や製剤技術の移転
などを行うだけの新薬開発力や技術力をつけてきていること。
(2) 典型的な内需依存型産業かつ多品種少量型産業
第2の特徴は，医薬品産業が現状ではまだ内需に大きく依存した多品種少量
型産業であるということである。昭和60年の医薬品（最終製品）の貿易を大蔵
省編『日本貿易月報』でみれば，輸出額が305億円，輸入額が3,090億円で大幅
な入超であるから，圏内の医薬品需要量が大きく，まさに典型的な内需依存型
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産業であることがわかる。
それにはいくつかの理由がある。人口構造や疾病構造の変化をはじめ，特徴
3と特徴6の要因も加えられて，医薬品の内需は増大し，輸出の増大にまで手
が回らなかったからである。さらに，製薬業界の体質もあり，別稿の（医薬品
の価格）で述べているように，わが国の製薬企業は当初は新薬開発力がなかっ
たため，欧米の製薬企業や医薬品関連企業から新薬の輸入販売及び技術導入に
よる国内製品化を図ってきたことで，圏内の医薬品需要の対処してきたからで
ある。
しかし，近年，わが国の製薬企業を取り巻く厳しい環境の変化に直面しなが
らも，とりわけ大手の製薬企業はその新薬研究開発力の充実に伴い海外への進
出を図り，あるいは海外で研究開発，生産〈製造〉及び販売拠点の設置，特定
の薬効分野の品目やその製造，製剤，その他の技術輸出，それらの技術供与，
クロスライセンスなどを通じて，わが国の製薬企業の国際化は徐々に進展して
いる。
さらに，疾病構造の変化，医療保険制度の部分的改正，医療需要構造の変化
などに起因して，多種多様な疾病が生じているため，各品目の需要量は少量で
はあるが，多種多様な品目が必要となっている。この意味で，医薬品産業はま
た多品種少量型産業であると言える。
(3) 景気の波に左右されない医薬品総生産額の増大傾向
第3の特徴は，医薬品の需要面からみれば，医薬品総生産額は景気変動に左
右されず年々増加しているということである。
この増加を支えている最大の要因は，昭和36年以降の保険医療制度の確立と
拡充である。今日では，その制度的欠陥が指摘されてはいるが，その欠陥を逆
用した乱診乱療と薬づけ（医薬品の過剰投与）がその大きな要因であると指摘
せざるを得ない。乱診乱療は大きな社会的批判を浴びていることである。それ
は，薬づけ医療や検査づけ医療をもたらせ，医薬品総生産額の急増傾向をもた
らせている。
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この薬づけ医療や検査づけ医療の実態は，現行の医療体系の欠陥と良心を持
たない医療従事者が多数いることから現われていると言っても過言ではない。
現行の医療保険体系が，診療報酬体系の未整備のため，薬価差益で医業収入の
増大を目論めるとし、う根本的な制度的欠陥を残存させた仕組みのままであり，
それが改正されていないからである。この仕組みがある限り，医薬品を多く処
方すればするほど，医業収入が増えるということになる。公表されている薬剤
使用の実態をみても，実際の治療などに要した薬剤量よりも多く使用されてい
ることがわかる。今後は，健康保険法の一部改正や薬剤料の一部負担のみなら
ず，医療費抑制策やその一貫としての薬価基準つまり薬剤費の引下げなどに
よって，医薬品の使用量，したがって生産量も何らかの影響を製薬業界ないし
医薬品産業に与えていくであろう。
(4) 医療供給面からみた医薬品総生産額の増大傾向
第4の特徴は，医療供給面つまり医薬品の供給面からみても，医薬品総生産
額を増大させているということである。
医薬品総生産額を増大させる原因は，医療供給面にも存在している。医療供
給体制の存在と並んで製薬企業の新薬開発姿勢とその体制づくりも大きな原因
となっている（別稿を参照〉。
(5) 改正薬事法や薬務行政による医薬品の製造・販売規制の厳しき
第5の特徴は，医薬品の製造と販売が改正薬事法（昭和54年9月7日成立，
55年4月1日と同年9月30日の 2段階に分けて施行された。〉や薬務行政に
よって厳しく規制されているということである。個々の製薬企業はもとより製
薬業界が，医薬品としみ特殊な財を扱っている以上，医薬関連法，行政指導，
倫理規範によって厳しく規制されるのは，あまりにも当然のことである。
医薬品の構造と販売については，別稿で詳説したように，医薬品の有効性と
安全性を確保するために，改正薬事法，日本公定書協会編『医薬品の製造指
針』，厚生省の諸通達などを通じて規制されている。
(6) 新薬の自社開発力と技術力の向上強化の持続
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第6の特徴は，製薬企業各社はその新薬の研究開発にあたって既存の医薬品
の製造技術や製剤技術も生かして，新薬の自社開発力と各種の技術力の絶えざ
る向上を図ってきているということである。
なぜそれを図らなければならないのか。端的に説明すると，特定の薬効分野
の品目である既存の医薬品そのものは高付加価値商品であるが，その薬効分野
に限らず，他の新薬の上市があると，医薬品としてのライフサイクルが短縮化
するであろうし，場合によっては有力な新薬の上市のため，販売価値を失うか
もしれないし，研究開発費や販売費も回収不可能になるかもしれないので，絶
えず新薬の研究開発が必要になるからである。
① 医薬品産業の社内使用研究開発費
ここで使った「社内使用研究開発費」とは，総務庁統計局編『科学技術研究
調査報告』の定義で示された「社内使用研究費」を意味するものである。これ
は，その定義によると，製薬企業各社が社内で使用した「社内使用研究費」の
総計のことである。この研究費の次の内訳は，表 1-10の通りである。
支出額表示の社内使用研究費＝人件費＋原材料費＋有形固定資産購入費（土
地，建物など，機械・器具・装置など，その他の購入費の合計）＋その
他の経費
費用額表示の社内使用研究費＝人件費＋原材料費＋減価償却費＋その他の経
費
このように，社内使用研究費にはもちろん受入研究費と社外使用研究費は含
まれていない。なお，社内使用研究費と社外使用研究費の合計が自己負担研究
費と名づけられている。
昭和60年度における医薬品産業（表中では医薬品工業〉の社内使用研究開発
費の支出額は， 3,419億円である。この支出額が全産業の総社内使用研究開発
費5兆9,390億円に占める割合は5.8%であり，化学工業の社内使用研究開発費
9,364億円に占める割合は36.5%である。
昭和60年度の医薬品産業の社内使用研究開発費は， 50年度の952億円に比べ
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て3.6倍増加し， 55年度の1,898億円に比べて80.1%増加しているが， 59年度に
比べれば15.8%の増加となっている。この対前年度増加率は， 59年度のそれの
1.9%という低い伸びに比べて， 15.6%増（8,033億円増）の大幅な伸びを示し
表 I-10 産業中分類別・細分類別社内使用研究開発費（支出額〉の推移
（単位：億円，%）
産 業 lJi 
昭和52年度 55年度 60年度 50～60年度
実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 増加倍率
全 産 業 21. 095 100. 0 31.423 100. 0 59.399 100.0 2.8 
製 造 業 19. 231 91. 6 28, 956 92.1 55,436 93.3 2. 9 
食 料 口口 工 業 579 2. 7 902 2. 9 1.335 2.2 2.3 
繊 車柱 工 業 189 1.1 342 1.1 626 1.1 3.3 
ルプ・紙工業 125 0.6 159 0.5 324 0.5 2.6 
出 版 fP 刷業 74 0.3 57 0.2 184 0.3 2.5 
化 《子孟今一 工 業 3,860 17.6 5,583 17.8 9,364 15.8 2.4 
総合化学・化学繊維工業 1.648 7.2 2,318 7.4 3,778 6.4 2.3 
油脂・塗料工業 477 2.2 562 1.8 892 1.5 l. 9 
医 薬 口u口 工 業 1.205 5.9 1,898 6.0 3.419 5.8 2.8 
その他の化学工業 530 2.4 804 2.6 1,274 2.1 2.4 
石油製品・石炭製品工業 270 1.1 649 2.1 683 1.1 2.5 
プラスチック製品工業 656 1.1 
コ ム 製 品工業 404 l. 9 509 l. 6 798 l. 3 2.0 
窯 業 528 2.5 832 2.6 1, 742 2.9 3.3 
鉄 S同 業 1.037 4. 7 1.471 4. 7 2.404 4. 0 2.3 
非 鉄金属 工業 309 l. 5 550 l. 7 1,005 l. 7 3.3 
金属製 口仁口ヨ 工業 386 l. 7 520 l. 7 1.027 l. 7 2. 7 
機 械 工， 業 1. 713 7.0 2, 189 7.0 3,827 6.4 2.2 
電気機械工業 5,013 25.3 8, 172 26. 0 19,382 32.6 3.9 
電気機械器具工業 2,291 11. 7 2,812 9.0 6, 162 10. 4 2. 7 
通信・電子・電気計測器工業 2. 721 13. 7 5,360 17 .1 13.220 22.3 4.9 
輸送用機械工業 3,577 17.6 5, 105 16. 2 9,357 15.8 2.6 
自 動 車 工 業 2,695 14.5 4, 198 13. 4 7,972 13.4 3.0 
その他の輸送用機械工業 882 3.1 907 2. 9 1.385 2.3 1. 6 
精密機械工業 572 3. 0 993 3.2 2,017 3.4 3.5 
そ の 他 の 工業 597 2.9 923 2.9 706 l. 2 l. 2 
運輸・通信・公益業 1.120 5.4 1,529 4. 9 2,593 4.4 2.3 
資料：総理府統計局編，『科学技術研究調査報告 昭和60年』，昭和61年
? ?
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ている。このことは，厳しい薬事環境の下で医薬品産業が新薬開発の重要性を
認識していることにほかならない。
表 I-11は，昭和54年度～60年度の7年間の医薬品産業（医薬品工業〉を中
心とした主要な産業細分類別社内使用研究開発費（支出額）の推移を示したも
のである。この期間における医薬品産業の対前年度増加率の 5年間の平均は，
12.7%である。これは，医薬品工業を含めた化学工業の10.9%よりは多いが，
製造業平均の13.9%，通信・電子・電気計測器工業の19.8%，電気機械器具工
業の17.0%には及んでいなし、。この点からみても，医薬品工業は代表的な研究
開発集約型工業でありながらまだわが国の研究開発活動の中心的位置を占めて
いないことがわかる。
表 I-11 産業細分類別社内使用研究開発費（支出額〉の推移
（単位：億円，%）
構 成 比 54～60 
年 度 昭和54 56 58 60 年加度倍増率54 56 58 60 
全 産 業 平 均 26,649 36,298 45,601 59,399 15. 5 11. 3 12.9 15. 6 2.2 
製 造 業 平 均 24.471 33, 742 42,572 55,436 16. 5 11. 3 13.4 16. l 2.3 
イヒ 同寸ι- 工 業 4,898 6, 174 7' 745 9,364 10. 6 11. 4 12. 7 9.8 1. 9 
総合化学・化学繊維工業 1,915 2,531 2.977 3, 778 9.2 8.0 8.9 9.1 2.0 
医 薬 口仁口l 工 業 1, 769 2, 184 2,899 3,419 15. l 9.8 20.9 15.8 1. 9 
機 械 工 業 1.857 2.421 3, 117 3,827 10. 6 16.1 10. 9 13. 4 2.1 
電気機械器具工業 6,942 10' 062 14, 162 19,382 23. l 16. 9 20.4 18. 6 2.8 
通信・電子・電気計測器工業 3, 115 3,419 4,576 6, 162 21.6 12,8 18.6 14.5 2.0 
輸送用機械工業 3,827 6,643 9,586 13.220 23.9 19. 0 21. 3 20.6 3.5 
自 動 車 工 業 4,456 6,274 7, 145 9,357 22. 9 7 .1 6.3 15.8 2.1 
3, 734 5,235 6,058 7,972 24. 7 8.8 6.4 16. l 2.1 
資料：表 1 10に同じ
昭和60年度の医薬品産業の売上高に対する社内使用研究開発費の割合（社内
使用研究開発費率〉は，表 1 12の通り， 7.04%である。この割合は，全産業
中第l位にランクされ，第2位の通信・電子・電気計測器工業の5.25%，第3
位の電気機械器具工業の4.28%，第4位の精密機械工業の4.49%以下を大きく
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引き離している。
医薬品産業（特殊法人を除く〉の社内使用研究開発費（費用額〉率が全産業
の中で首位の座を維持してきていることは，昭和50年度の4.54%以降ず、っと続
いている。医薬品産業は多額の社内使用研究開発費〈もちろん社外にも〉を支
出している。このことは医薬品産業の特徴の lつである。
表 I-12 産業細分類別社内使用研究開発費（費用額〉率の推移
（単位：%）
年 度 昭和50 52 54 56 58 60 
全 産 業 1.39 1.48 1.55 1.67 2.03 2.31 
製 造 業 1.61 1. 70 1. 72 1.92 2.31 2.69 
医 薬 口口口 工 業 4.91 4.84 5.53 5.85 6.59 7.04 
通信・電子・電気計測器工業 4.17 3.71 3.91 4.21 4.85 5.25 
電気機械器具工業 3.29 3.49 3.19 3.80 4.40 4.82 
精 密 機 械 工 業 2.91 2.96 3.47 4.02 4.49 
油脂 塗料工業 2.40 2. 71 2.17 2.56 2.83 3.14 
自 動 車 工 業 2.32 2.51 2.82 2.89 2.96 
資料：総理府統計局編，『科学技術研究調査報告J，各年版
（注） 1. 費用額とは，支出額のうち有形固定資産購入額の代わりに有形
固定資産減価償却費を計上した額である。
2. 特殊法人を除く。
昭和60年度の医薬品産業の社内使用研究開発費（費用額）の性格別内訳は，
基礎研究費17.0%(582.60億円入応用研究費27.3%(931.94億円），「開発研究
費」 55.7% (1, 904. 26億円〉となっており，基礎研究費が多く，全産業の基礎
研究費の2.9倍である点に医薬品産業の特徴がある。（表 I-13）。
この基礎研究費は，昭和50年度以降でみても，増加傾向にある。製薬企業が
基礎研究にも徐々に力を注いできていることがわかる。
② 新薬の長い開発期間と膨大な研究開発費，治験薬の低い製品化率
日本製薬工業協会編『新薬への挑戦』（昭和58年）によれば， 1つの新薬を開
発するためには，開発薬剤ないし品目で当然異なるが， 10～16年，あるいはそ
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表 I-13 医薬品産業と全産業の研究開発費（費
用額〉の性格別内訳 （単位：%）
年 度 昭和50 52 54 56 58 60 
全 基礎研究費 5.1 4.7 4.6 5.2 5.7 5.9 
産 応用研究費 19.1 19.5 18.2 21.8 22.0 21. 9 
業 開発研究費 75.8 75.8 77.l 73.0 72.3 72.2 
薬医口口
基礎研究費 1. 5 13.8 14.8 14.2 17.8 17.0 
応用研究費 24.9 26.3 27.l 29.2 24.4 27.3 
業二仁 開発研究費 63.6 59.9 58.0 56.6 57.8 55.7 
資料：表 I-12に同じ
れ以上の開発期間を要し，約80億円の研究開発費を研究開発投資という形で支
出しなければならない。新薬の研究開発段階において，製薬企業は既述のよう
に社内使用研究開発費の20%前後を「基礎研究費」に費やしているが，その額
には，新薬開発プロセスで何らかの理由で廃棄された薬物や品目の研究開発費
も，商品化に成功した品目の潜在的な費用として含めているのであろう。つま
り，その研究開発費には，ある薬効分野で基礎研究をした結果独創的な新しい
薬物が獲得できた場合には，その薬物の有効性と安全性に関する厳しい試験の
ための諸費用，その後の新治験薬に経済的価値を有する新薬にするための製
造，剤形，化学的物理的評価などの諸費用が「応用研究費」や「開発研究費」
として含まれているのに加えて，製造許可申請を経て製造（あるいは輸入〉特
許すなわち製造（輸入）承認と発売承認が取得できるまでの諸費用，医薬品市
場へ新薬を上市するための諸費用，新薬の発売後の販売促進費，その他の諸費
用などの諸費用，さらに研究本務者，研究補助者，技能者，研究事務その他関
係者の人件費，原材料費，有形固定資産購入費，有形固定資産の減価償却費な
どの費用が含められているのであろう（別稿を参照〉。
次に，治験薬の製品化率について説明する。治験薬は，開発しようとする薬
効分野の差異によって，また試供される物質あるいは化合物によって異なる
が，すでに10年ほどの年月を経過し， 20～30億円の研究開発費を支出して獲得
できるものである。治験薬が製品化される割合は17%ほどであり，この製品化
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率は低下傾向を示していると言われている。
このようなことを多少とも理解するためには，別稿のような新薬開発プロセ
スの典型的な概念図を参考にしなければならない。その図のように，新薬の開
発と製造承認，発売承認を取得するまでには，医薬品としての有効性と安全性
を確保するための厳しい条件が課されているからである（別稿を参照〉。
製薬企業は，その基礎研究部門や研究所において，新規物質の創製を始め，
数多くの物質の物理的性状や化学的性状の研究を経て，スクリーニング・テス
ト（薬効検定）を行い，この極めて確率の低いスクリーニング・テストの後
で，商品化に値する物質あるいは化合物を選択し，開発作業に入る。
この段階から製品に至るまでの段階には，製薬企業が動物での「前臨床試
験」後に治験屈を厚生省に提出する一方で，治験届に基づくヒトを対象とした
3段階の「臨床試験」の成績（結果）を検討し，「総合評価Jを下した後，製薬
企業が新薬として厚生省へ承認申請し，それを受けた中央薬事審議会における
審査後の製造・発売の承認許可という厳しい各段階を長い年月をかけて乗り越
えた結果，ょうやく新薬として承認されるわけである。その後，薬価基準に新
薬として収載され，保険薬に使用できる医薬品として発売される。発売後は市
販後医薬品監視（PostMarketing Surveilance）が最短期間で6年間行われる。
新薬の製造（あるいは輸入〉承認にあたっては，厚生省は製薬企業に対して
詳細な資料の提出を求めて厳格な審査が行われているが，承認時までの臨床試
験症例数などには自ずから制約があるため，承認後も引き続き，市販後医薬品
監視（PMS.これは， PostMarketing Surveilanceの略称で、あり，第4相試験
とも呼ばれる。〉とし、う新薬の使用成績，副作用などの調査・報告を新薬承認
後6年間義務づけている。この医薬品の再審査は，改正薬事法第14条第2項に
基づき原則として 6年後に新薬の安全性などの再認識を行う再審査制度に基づ
く措置である（別稿の詳説を参照〉。
前臨床試験と臨床試験の概要については，専門家の解説を参考にして別稿で
説明している。
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新薬の開発こそは，言うまでもなく製薬企業の成長と発展，あるいは死命を
左右する最も重要な問題である。
(7) 主要な製薬企業の特徴
第7の特徴は，表 I-14の15社はそれぞれ得意の薬効分野で有力な自社開発
新薬，欧米の製薬企業などから導入した医薬品を改良した応、用品などの品目を
持っていること，さらに欧米の製薬企業や医薬品関連企業から技術輸入（技術
導入〉による外国産新薬や既存品の生産（製造） ・販売していること（別稿を
参照〉にあり，関連会社があって，資本提携や販売提携をしているということ
である。また，社内使用研究開発費率の動向が示されていることなどでわかる。
このようなわが国の大手製薬企業の医薬品の海外導出や欧米の製薬企業に対
するライセンスの付与，欧米の製薬企業などとの合併会社の成立などによる海
外進出も企てられている。この点はこの表では伺うことはできないが，別稿の
説明で知ることができる。
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表 I-14 製薬企業大手15社の特徴（昭和61年7月現在〉
企 業 名｜資本金 IA：販売構成 B：医薬品構成｜売上高，提携企業，社内
設立年月日｜（億円） I c：主要品目（発売年） ｜使用研究開発費率など
武田薬品工業 l389. l I A：医薬品60.5%，農薬8.4% 1新薬研究開発力，販売
B：抗生物質・生物学的製剤及び化｜力，海外進出はし、ずれ
学療法剤26.8%，神経系及び感覚器｜も製薬業界で断然首位
官系用薬17.6%，ピタミン剤 ！の座にある。
15.1%，代謝性薬剤13.7%，循環器
官系及び呼吸器官系用薬11.7%
c：医療用医薬品
大阪市
大14.1.29 
売上高（60年 3月）
4,748.5億円
セフェム系抗生物質パンスポリン$c
緑膿菌用セフェム系抗生物質タケス l｜関連会社（合弁会社〉
リン ｜ 
｜圏内：吉富製薬，日本
セフェム系抗生物質ベストコール側｜
｜ レダリー 』まカミ
意識障害治療剤ニコリン ｜ 
脳循環代謝改善剤カラン錠 ｜海外： 19社
抗狭心症薬アダラート
c：一般用医薬品
ゼタミンBl剤アリナミンA25
ビタミンC剤ハイシーS
胃腸薬 タケダ胃腸薬
かぜ薬ベンザエース
共 j213.lIA：医薬品83.0%，農薬11.6%
B：不明
東京都｜ IC：医療用医薬品
大2.3.l
抗悪性腫蕩剤クレスチンω
セファマイシン系抗生物質セフメタ
ゾン(5~
降圧剤カプトリル(5c
経口晴息治療剤ザジテン(5c
消化性潰蕩剤ザンタックω
複合ビタミン剤ピタメジン
マイナートランキライザー セレ
ナール
c：一般用医薬品
胃腸薬新三共胃腸薬
パップ剤三共シップ
?? ?????
?
?
???
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
??
??
???、
?
???
?
? （???（
ザンタックはグラクソ
（イギリス〉からの導
入品
クレスチン開発の呉
羽化学工業と販売提携
自社開発新薬セレ
ナーノレなどの技術輸出
??
社内使用研究開発費率
(59年度〉 6.2% 
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藤沢薬品工業 130.8 A：医薬品91.1%（医療用86.1%, 売上高（60年3月〉
一般用5.0%），医療関連製品1.9% l, 966. 7億円
大阪市 B：抗生物質製剤及び生物学的製剤
38.4%，消化器官用薬30.3%，神経 関係会社（合弁会社〉
昭5.12.20 系・感覚器官・アレルギー用薬 圏内：藤販ほか9社
13.2%，循環器官系及び呼吸器官系 海外：フジサワ・スミ
用薬10.4% スクライン』まカミ
c：医療用医薬品 4社
セファロスポリン系抗生物質セファ
バイオシェン（オラン
メジン（46)
ダ），ジェネンテック
H2受容体拾抗剤タガメット
（アメリカ）とバイオ
血圧降下剤セロケン錠
分野で共同開発
セフェム系抗生物質エポセリン
プロスタグラジン開c：一般用医薬品
鎮痛・消炎パヅプ剤フジパップエー
発の帝人と提携
自社開発新薬のライ
ス
センス輸出
社内使用研究開発費率
(60年度〉 12.1% 
塩野義製薬 210.6 A：医薬品86.3% （医療用95%，一 売上高（60年3月）
般用5%），検査薬品及び臨床検査 1,850. 0億円
大阪市 5.9% 
B：不明 抗生物質の技術・販売
大8.6.5 c：医療用医薬品 面のノウハウは豊富
オキサセフェム系抗生物質シオマリ 大病院への販売チャ
ン ネルは強大
セフェム系抗生物質ケフラーノレ，ケ
関係会社
フレックス
圏内：大阪薬品ほか4
セファロスポリン系抗生物質ケフリ
社
ン
消化性潰湯治療剤コランチノレ イーライ・リリー（ア
副腎皮質ホルモン剤リンデロン メリカ）と技術・販売
持続性サルファ剤シノミン 提携
c：一般用医薬品 同社ヘシオマリンの
解熱鎮痛剤セデスA錠 技術輸出
総合ビタミン剤新ポポンS錠
社内使用研究開発費
(60年度） 9.4% 
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田辺製薬＼ 141. 7 I A：医薬品84.2%（医療用94.7%, I売上高（60年4月）
一般用5.3%），医薬品原料4.1% I 1.484. 2億円
大阪市｜ ¥B：循環器官系及び呼吸器官系用薬 l
34.3%，神経系薬剤20.2%，滋養強｜海外子会社
昭s.12.1s ¥ 1壮変質剤9.0% ｜タナベUSA，タナベ
c：医療用医薬品 ｜ヨーロッパ，タナベ・
ca＋＋措抗剤ヘルベッサー ｜ド・ブラジル，田辺台
脳代謝賦活・精神症状改善剤ホパテ｜湾
(53) 
抗生物質セフタジジム
鎮症・鎮痛剤セスデン
血管強化・止血剤アドナ
c：一般用医薬品
ドリンク剤アスパラエース
胃腸薬 タナベ胃腸薬
マリオン（アメリカ〉
と合弁会社設立（60年）
立石製薬ほか 2社と資
本提携
セフタジジム開発のグ
ラクソと技術提携
ヘノレベッサーとホパ
テの技術輸出
社内使用研究開発費率
(60年度） 8.4% 
エーザイ I110.4 I A：医薬品81.6% ！売上高（60年3月）
B：循環器官系及び呼吸器官系用薬｜ 1,353. 9億円
東京都｜ ¥ 37.0%，神経系用薬28.2%，消化器 1
官系及び生殖器官系用薬7.5% ｜ノイキノンの後発品は
昭16.12 I 1 c：医療用医薬品 I 70～80品目
代謝性強心剤ノイキノン（49)
補酵素型ビタミンB （抹梢性神経｜西ドイツに合弁会社，
障害治療剤〉メチコパール ｜アメリカに現地法人を
血管代謝改善剤エラスチーム錠 ｜持ち，新薬販売力の増
c：一般用医薬品 ｜強中
ビタミンE （剤〉ュベラックス
B, A, D，その他のビタミン剤新
チョコラBB 
社内使用研究開発費率
(60年度〉 12.5% 
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山之内製薬I178.3 I A：医薬品100%（医療用95%,-1売上高（60年12月）
(61年｜般用5%) I 1.179.3億円
東京都Is月30I B：循環器官系及び呼吸器官系用薬｜
日〉 I 32.5%，抗生物質製剤20.4%，代謝｜台湾山之内，山之内商
昭14.3.20 I ｜性医薬品・強壮変質剤9.7%，ピタ｜事ほか圏内5社と資本
ミン剤7.5% ｜提携
c：医療用医薬品
循環機能改善剤ベルジピン（56) ｜ジェネンテックとパイ
生体酸化還元平衡剤タチオン（40) ｜オ分野で提携
セフェム系抗生物質ジョサマイシ
ン，ヤマシリン，ヤマテタン
c：一般用医薬品
????，
??
? ????????、?
ジョサマイシンのバル
ク輸出
社内使用研究開発費率
(60年度） 10.4% 
中外製薬I127.3 I A：医薬品96%（医療用74%，一般｜売上高（60年12月）
用22%) I 1.033.1億円
東京都｜ IB：腫虜用薬及び化学療法剤
昭18.3
25.8%，代謝性医薬品17.7%，ホル｜関係会社
モン剤・ビタミン剤及び滋養強壮変｜国内：シー・エス・ケ
質剤13.0%，循環器官系及び呼吸器｜イほか4社
官系用薬11.4%
c：医療用医薬品
抗悪性腫蕩剤ピ、ンパニール（50)
消化性潰湯治療剤アルサルミン
セフヱム系抗生物質セフォタックス
狭心症薬シグマート（59)
カノレシウム・骨代謝改善剤（活性ピ
タミンD）アルフアローノレ
不整脈治療剤リスモダ、ン
c：一般用医薬品
ドリンク剤新グロモント
ミニドリンク・アンプル グロンサ
ン内服液
胃腸薬中外胃腸薬
日本ルセルと提携
? ?
社内使用研究開発費率
(60年度） 10.7% 
第一製薬 109.5 A：不明
B：循環器官及び呼吸器官系用薬
東京都 32.7%，抗生物質製剤・化学療法剤
及び生物学的製剤19.6%，ピタミン
大7.2.2 剤及び滋養強壮変質剤14.8%，神経
系用薬9.7%
c：医療用医薬品
抗プラスミン剤トランサミン
代謝性剤パントシン
消炎・鎮痛剤メブロン
結核治療剤サリファジン・カプセノレ
肝臓薬カンテック
合成抗菌剤タリピット
脳循環代謝改善剤ブレンディール
抗血小板剤パナルジ錠
副腎皮質ホルモン剤ベトネラン
降圧剤カプトリル
c：一般用医薬品
毛髪用剤（医薬品〉カロヤンS
パップ剤パテックス
大日本製薬 94.1 A：医薬品86.4%
B：抗生物質製剤・化学療法及び生
大阪市 物的製剤21.8%，神経系及び感覚器
官系用薬・アレルギー用薬16.0%,
明30.5.14 循環用薬14.8%
c：医療用医薬品
抗菌性化学療法剤ド、ルコール錠
抗アルドステロン性利尿降圧剤アル
ダクトンA
抗精神病剤セレネース
司i
phu 
売上高（60年3月〉
1, 074. 3億円
純国産主義で独自の新
薬開発
第一化学薬品，富士薬
品工業などと資本提携
第一ラジオアイソ
トープ研究所（日本〉，
メノレク（アメリカ），
セルムほかと技術提携
ジェネンテックとパ
イオ分野で提携
ジョンソン・アンド・
ジョンソン（アメり
カ），ヘキスト（西ド
イツ）ヘタリピットの
技術輸出
社内使用研究開発費率
不明
売上高（60年5月）
682.8億円
ダ、イナボット，アボッ
ト・ラボラトリーズ
（アメリカ〉，サール
薬品（外資系企業），
台湾大日本製薬ほか5
社と資本提携
社内使用研究開発費率
(60年度〉 8.6% 
つU円i
po 
吉富製薬 96.3 A：医薬品66%（医療用100%) 売上高（60年3月
B：神経用薬32.3%，循環器官用薬 625.3億円
大阪市 11.0% 
c：精神分裂病治療剤クロフェクト バイエノレ，ラテマ（フ
昭15.8.l ン ランス），アストラ
合成ペニシリン剤ベングローブ （スウェーデン），ベ
抗狭心症剤ニフラン・カフ。セル ンウォノレト（アメリ
抗圧利尿剤パイカロン カ） , MT C （アメリ
心身安定剤リーゼ カ），ローヌ・プーラ
精神安定剤デパス ン（フランス）ほかと
技術提携
バイエル，ベンウォ
ルト（アメリカ），エ
ム・アンド・ティ・ケ
ミカノレズ（アメリカ）
と資本提携
社内使用研究開発費率
(60年度） 12.5% 
ドリ十字 99.3 A：医薬品87.1%（医療用100%) 売上高（60年12月）
B：プラズマ製剤34.3%，免疫抗体 782.8億円
大阪市 製剤23.5%，輸液製剤12.0%
c：医療用医薬品規格総製品数83品 国際試薬（外資系企
昭25.11.20 目 業），アルファ・テラ
血液製剤アルブミンα ピューティック（アメ
血栓溶解剤ウロキナーゼ リカ〉，台湾緑十字，
血奨分画製剤ヴェノグロプリン－ I 盛宣貿易有限公司と資
体液用剤フィジオゾール 本提携
解熱・鎮痛・消炎剤ヴェノピリン
静注用脂肪乳剤イントラリポス 科研製薬，大正製薬，
吉富製薬，ジェネック
スと技術提携
社内使用研究開発費率
(60年度） 7.6% 
。 。??
持田製薬 39.6 A：医薬品84.1%，医療機器6.8%
B：循環用薬34.7%，その他の代謝
東京都 性医薬品19.1%，抗生物質製剤・化
学療法剤及び外皮用薬14.3%
昭20.4.28 c：医療用医薬品規格別総製品数
123品目
冠循環改善ロコルナール錠
抗ウイルス剤アラセナーA
血栓溶解剤ウロナーゼ
セフェム系抗生物質サマセフ
細胞呼吸賦活剤チトレスト
多価・酵素阻害剤ミラクリット
卵胞ホルモン ロメダ注
日本新薬 25.0 A：医薬品83.7% （医療用99.4%,
一般用0.6%)
京都市 B：消化器官系及び泌尿器官用薬
48.5%，循環器官系及び代謝性用薬
大8.10.1 24.6%，神経系及び呼吸器官系用薬
12.1% 
c：医療用医薬品
頻尿治療剤ブラダロン
消炎酵素剤レフトーゼ
抗めまい剤セファドール
qJ 
円hU
売上高（60年3月）
467.9億円
海外子会社
アメリカンモチダ
味の素，林原生物化学
研究所，ゲ、ルメット公
団（東ドイツ）と技術
提携
社内使用研究開発費率
(60年度） 11.0% 
売上高（60年3月）
400.6億円
シオエ製薬（日本）と
資本提携
ハインリッヒ・マッ
ク，アドノレフ・クリン
ゲIBS A，エパース
（以上，西ドイツ〉，ア
ファインターナショナ
ル（香港〉，ルセル・
ユクラフ（フランス），
リコノレ・ダディ （スイ
ス），プロコス（イタ
リア），レオ（スウェー
デン）と技術提携
社内使用研究開発費率
(60年度） 11.0% 
組且τ
ワt
po 
富山化学工業
東京都
昭11.11.15
108.8 A：不明
B：抗生物質製剤58.7%，中枢神経
系用薬10.7%，消化器官用薬10.6%
c：医療用医薬品
セフェム系抗生物質セフォベラジン
鎮痛・抗炎症剤パキソ・カプセル
消化管運動機能賦活剤アボピス・カ
プセル
売上高（60年1月）
381.8億円
社内使用研究開発費率
(60年度） 11.2% 
資料：薬業時報社編，『’86 薬業会社録』，昭和61年11月。日本医薬情報センター
編，『医療薬 日本医薬品集』，第8版，昭和59年 9月。
（注〉 この表と次の表 I-15，表 I-16の売上高は，前掲の表 I-7，表 I-8の
売上高の集計期とは異なるため，その数値は異なっている。
? ?
?
??
表I-15 製薬企業中堅1社の特徴（昭和61年7月現在〉
企 業 名｜資本金 IA：販売構成 B：医薬品構成｜売上高，提携企業，社内
設立年月日｜（億円） I c：主要品目（発売年） ｜使用研究開発費率など
鳥居薬品 119.3 I A：医薬品100% ｜売上高（60年3月）
B：外皮用薬27.0%，アレルギー用｜ 273.2億円
東京都｜ ｜薬21.0%，抗生物質製剤17.0%，そ t
の他32.0% ｜かきね，メルク（アメ
大10.1u I I c：医療用医薬品 ｜リカ）と資本提携
高尿酸血症改善剤ユリノーム
鎮痛・消炎剤ドロピッド
ピリドンカルボン酸系抗菌剤パクシ
ダール錠
鎮痛・消炎剤スタデルム
副腎皮質ホルモン ロコイド
津村順天堂 I94.2 I A：医薬品75%
B：医療用漢方製剤
東京都｜ IC：医療用医薬品
昭1.4. 25 
医療用漢方製剤123品目（ツムラ柴
朴湯，ツムラ麦門冬湯など）
医薬部外品（パスクリン〉
東京田辺製薬 I29.9 A：医薬品88.9%（医療用95.9%,
一般用4.1%），医薬品原料6.3%
B：ホルモン剤及びビタミン剤
34.0%，消化器官用薬25.2%，腫蕩
用薬及びその他の代謝性医薬品
10.4% 
c：医療用医薬品
子宮内膜症治療剤ボンゾールカプセ
東京都
大10.11.24 
ノレ
肝機能賦活解毒利胆剤ウルソ
ビタミンBz ハイボン
乳糖分解酵素剤ガランターゼ散
閉塞性気道疾患用剤ベラチン錠
c：一般用医薬品
サロメチール，ハイウルソ
社内使用研究開発費率
(60年度） 7.5% 
売上高（60年3月）
512.l億円
社内使用研究開発費率
(60年度〉 8.3% 
売上高（60年3月）
184.9億円
社内使用研究開発費率
(60年度） 9.7% 
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小野薬品工業 164.2 A：医薬品100%（医療用99.3%, 売上高（60年1月）
一般用0.7%) 471.l億円
大阪市 B：消化器官用薬39.7%，循環器官
系及び呼吸器官系用薬26.8%，診断
昭22.7.4 用試薬14.5%，ホルモン剤及び感冒
治療剤1.7% 
c：医療用医薬品
プロスタグランジンE剤プロスタン
ディン
血管拡張剤オノクレインP
腫張緩解酵素オノプローゼSA 社内使用研究開発費率
(60年度） 11.1% 
日研化学 41.4 A：医薬品69.3% 売上高（60年12月）
B：輸液剤20.5%，消化器官系用薬 338.8億円
東京都 11.6%，泌尿器官系用薬6.3%
c：医療用医薬品規格別総製品数71 明治製菓，三菱化成工
昭22.7 .11 品目 業と資本・技術提携
維持液アクチット注
水溶性副腎皮質ホルモン サクシゾ
ン
鎮咳剤テオドール錠
子羊胃粘膜抽出製剤ガストロピロー 社内使用研究開発費率
ノレ (60年度） 5.5% 
科研製薬 32.9 A：医薬品84%（医療用99.3%，一 売上高（60年3月〉
般用0.7%) 304.9億円
東京都 B：医療用医薬品
抗生物質製剤・化学療法剤及び生物 富山化学工業，東レ，
昭23.3.1 学的製剤28.1%，代謝性医薬品 昭和電工，ノルトマル
22.9%，神経系用薬21.3%，消化器 ク（西ドイツ）ほか外
官用薬7.3% 国企業2社と技術提携
c：医療用医薬品
消炎酵素剤エンピナースP
消炎・鎮痛・解熱剤ブ、ルフェン
頻尿治療剤パトリシン
c：一般用医薬品
チルカ，アレスタン
社内使用研究開発費率
(60年度） 13.5% 
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扶桑薬品工業 121.9 I A：医薬品90.7% （医療用99.8%, ｜売上高（60年3月）
一般用0.2%），医療機器8.5% I 298.5億円
大阪市｜ IB：血液体液用薬55.7%，医療用機 l
械器具8.5%，泌尿生殖器用薬 ｜扶桑興発と資本提携
昭12.3.25 7.7%，ピタミン剤7.3% ｜ファーマコン（スイ
c：医療用医薬品規格別総製品数90Iス〉， ロワ・ヴァグ
品目 ｜ナー（西ドイツ）と技
人工腎臓用透析液キンダリー液 ｜術提携
等張液（生理食塩液）フィシザルツ
栄養補給薬（ブドウ糖）グルノン
c：一般用医薬品
へそリンド舌下錠 ｜社内使用研究開発費率
(60年度） 3.0% 
参天製薬 121.5 I A：医薬品92.2%（医療用18.8%. I売上高（60年4月）
一般用21.2%），医薬品原料0.2%, I 176. l億円
大阪市｜ ｜臨床検査・試薬0.1%，医療機器
大14.8.6
6.0% ｜参天アラガンほか2社
B：眼科用薬71.6%，肝臓疾患用薬｜と資本提携
15.1% 
c：医療用医薬品
外皮用副腎皮質ホルモン フノレメト
ロン
森下製薬 9 
副腎皮質ホルモン サンテゾーン点
眼液
c：一般用医薬品
目薬新サンテドウ
A：医薬品97.2%（医療用100%)
B：：滋養強壮変質剤55.4%，生物学
的製剤12.9%，神経系用薬10.4%,
血液体液用薬7.7%
c：医療用医薬品規格別総製品数51
??
?
? 〉
?
?
? ?
?? ??）
?
?
?、
?
???（
大阪市
大8.10.1
品目
非酸性消炎・鎮痛剤ペントイル錠
体液用剤モリアミン，イーエル
総合アミノ酸製剤モリプロン
高カロリー輸液用基本液バレメン
ター ノレA,B 社内使用研究開発費率
(60年度〉 7.2% 
? 。
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帝国臓器製薬 I10.8 I A：不明 ｜売上高（61年9月〉
B：ホルモン剤64.3%，滋養強壮変｜ 179.6億円
東京都 1 1質剤12.2% I 
c：医療用医薬品
昭4.6.28 黄体ホルモン剤プロスタール錠
黄体・卵胞ホルモン混合製剤新Ep 
錠
唾液腺ホルモン剤パロチン
卵胞ホルモン プロセキソール錠
高血圧・不整脈用剤カルジレート ｜社内使用研究開発費率
血管拡張剤サークレチン ｜ 不明
わかもと製薬 I12.9 I A：医薬品99%（バルク含む）（医｜売上高（60年3月〕
療用79%，一般用20%) I 104. l億円
東京都｜ IB：消化器官用薬29.6%，ビタミン！
剤27.3%，循環器官系及び呼吸器官｜日米ゼオラ，信栄と資
昭8.1.15 I ｜系用薬11.4%，神経系及び感覚器官｜本提携
系用薬10.9%，代謝性医薬品10.1%
c：医療用医薬品
補酵素型ビタミンB2ワカデ、ニン注
意識障害治療剤シチコリン注
生菌整剤レベニン
副腎皮質ホルモン剤リノロサール注
c：一般用医薬品
整腸薬強力わかもと
整腸薬 ワカモト消化薬
社内使用研究開発費率
(60年度） 7.7% 
資料：表 I-14に閉じ
?
??
?
『
?
??? ?
表 I-16 大衆薬企業大手6社の特徴（昭和61年7月現在〉
企 業 名｜資本金 IA：販売構成 B：医薬品構成｜売上高，提携企業，社内
設立年月日｜（億円） I c：主要品目（発売年） ｜使用研究開発費率など
大正製薬 11so I A：医薬品90%（医療用10%，一般｜大衆薬企業のトップ
用90%) ｜メーカー。強大な直販
大阪市｜ IB：滋養強壮剤57.9%，神経系用薬｜システムを持ち，医療
17.2%，外皮に作用する薬剤s.1% I用医薬品の開発にも意
昭3.5.5 I ｜循環器官系及び消化器官系用薬 ｜欲的である。
5.8%，家庭用品及び公衆衛生10.1
% 
c：医療用医薬品
緊張性痔痛疾患治療剤リンラキサー
錠
ウイノレソン病治療剤メルカプターゼ
合成副腎皮質ホルモン剤フルゾン
消化性潰療治療剤ソロン
皮膚病薬パンデ、ル
抗生物質エリスロマイシンA
消炎・鎮痛・解熱剤オパイリン
燥病・燥状態治療剤リーマス
c：一般用医薬品
エスエス製薬 I55.5 
ドリンク剤リポピタンD
目薬アイリス
ピタミンE （剤〉リノックスE
（外用〉鎮痛・消炎剤メンフラ
胃腸薬大正（漢方）胃腸薬
滋養強壮剤サモンゴールドS
かぜ薬パブロン
A：医薬品88%
B：代謝機能促進剤37.0%，循環器
官系及び呼吸器官系用薬13.8%，外
用薬15.2%，中枢神経系用薬11.8%
c：医療用医薬品規格別総製品数
166品目
輸液用混合ビタミン剤M.V.1.注エス
東京都
昭2.10.29
エス
???
?
売上高（60年3月）
1,097 .8億円
香港法人，サノフィ
（フランス〉との合弁
会社大正サノフィ，中
国薬物研究所との提携
パンデルをICI （イ
ギリス）とベーリン
ガー（西ドイツ）へ技
術輸出
エリスロマイシンA
をアボット・ラボラト
リーズ（アメリカ）へ
技術輸出
社内使用研究開発費率
(60年度） 7.1% 
売上高（60年9月）
348.0億円
同仁医薬化工と資本提
携
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久光製薬 I37. l 
鳥栖市
昭19.5.22
ロート製薬 I26.4 
大阪市
昭24.9.15 
和光堂I7.5 
東京都
昭28.10.l 
佐藤製薬 I3.0 
資料：表 I-14に同じ
セロァロスポリン系抗生物質Lーキ
サール頼粒
含硫アミノ酸ハイチオール・カプセ
ノレ
抗悪性腫蕩剤アチロン坐剤
抗白鮮菌剤ハイベラン
c：一般用医薬品
ドリンク剤エスカップ
ビタミンE （剤）ネーブ〉レキャップ｜社内使用研究開発費率
合硫アミノ酸ハイチオールC
A：医薬品93%
B：消炎・鎮痛剤90%
c：医療用医薬品
消炎鎮痛パップ剤パップサロン
消炎・鎮痛剤ドリース
c：一般用医薬品
（外用）鎮痛・消炎剤サロンパス
A：医薬品100%（一般用100%)
B：目薬38.2%，胃腸薬32.3%，外
皮用薬11.3%
c：一般用医薬品
目薬新Vロー ト
胃腸薬新パンシロン
皮膚保護剤メンソレータム
A：医薬品不明，乳児用食品
21.5%，業務用食品43.7%
B：乳児用薬粧品31.9%'
c：その他の医薬品シッカロール
不明
(60年度） 5.0% 
売上高（60年2月）
160.0億円
タイヨー，巴化学研究
所ほか，圏内 l社，圏
外4社と資本提携
売上高（60年3月）
167.4億円
社内使用研究開発費率
(60年度） 6.6% 
売上高（60年3月〉
162.1億円
売上高（60年3月）
137.5億円
(8) 医薬情報担当者の医薬品活動普及推進（プロモーション活動〉の重視
第8の特徴は，製薬企業各社が多数の医薬情報担当者（プロパー〉を擁し，
そのプロモーション活動を自社品の有効性と安全性の確保，売上高したがって
流通量の増大を図り，薬価算定の基礎づくりのための不可欠の存在者として，
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製薬企業各社の流通システムにおいて最も重視しているということである。
この医薬情報担当者については，次のEで，医薬情報担当者が製薬企業にお
ける流通システムの一翼を担っていかなる業務を行い，いかなる役割を果たし
ているのかとし、う視座から説明する。
I 医薬品の流通にも果たしている医薬情報担当者の役割
1. 医薬情報担当者の定義
医薬情報担当者は薬業界ではプロパーと呼称されている。このプロパーの語
源はpropagandaで、あり，原義は宣伝活動をするということである。プロパー
は，原義が宣伝活動者（propagandist）であることをも巧みに生かした業界用
語である。
日本製薬工業協会（略称，製薬協）編「医薬情報担当者研修マニュアルjに
よれば，医薬情報担当者は「医療用医薬品の製造・輸入，販売を業とする企業
に属し，製品の適正な使用と普及促進をはかることを目的として，会社を代表
し，医療担当者に面接のうえ，医薬品の品質，有効性，安全性，使用上の注意
など学術情報の伝達・収集・フィード、パックを日常業務として行う者をいう」
と定義されている。
2. 医薬情報担当者数
製薬企業各社は，多数の医薬情報担当者を持っている。この医薬情報担当者
は，製薬企業各社が採用した社員の中から適任者を自前で通称プロパーに育成
し，経験を積ませてきた人たちが殆どである。
昭和46年の厚生省の調査によると，総医薬情報担当者数は26,970人であった。
この内訳は，主要な大手製薬企業12社が7,159人，その他の医薬品専業企業69
社が9,887人，異業種の兼業企業56社が3,394人，外資系企業が6,530人である。
昭和53年の国際医薬品情報の調査によれば， 11,182人である。昭和55年度～59
年度の最近5年間では，年平均5.8%増員しており， 59年末には約37,000人と
なっている。このように，医薬情報担当者数は増加する傾向にある。
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製薬企業の立場でみれば，多いところは約1,000人を抱えている。今日では，
全国の医療担当者や医療機関，それに薬局・薬店に対処するためには，製薬企
業 l社当り少なく見積もっても600人程度は必要であると言われている。
大手の医薬品卸売業者（卸企業〉の中には，医薬情報担当者を持っていると
ころもある。この卸企業の医薬情報担当者は主として開業医を対象としてプロ
モーション活動をしている場合もあると言われている。
3. 医薬情報担当者の心構えと業務
医薬情報担当者は，わが国の医療体制の医薬品供給側を支える一員として医
薬品という生命に深く関連した極めて特殊な財を扱うわけであるから，医薬情
報担当者固有の業務に使命感をもって携わらなければならない。その業務を果
たし，社員としての使命感や社会的使命も自覚し，自信に満ちた行動を積極的
に行うためには，医薬情報担当者はしっかりとした心構えを持っていなければ
ならない。
医薬情報担当者は，度々医師や薬剤師という医療担当者を訪問し，自社から
課された業務を誠実に遂行することだけでなく，改正薬事法（昭和55年に施行。
新薬承認の厳格化， GMP，医薬情報提供義務，医薬品の有効期限や使用期限
の表示，回収命令などが法文化されている。〉をはじめ，諸法規，諸通達などに
通暁し，それらを遵守しながら，責任ある業務を遂行し，他方で明るく礼儀正
しく医療担当者と度々面談することによって人間的にも信頼される人にならな
ければならないからである。医薬情報担当者は，昼夜を分かたず，社外におい
て自社を代表し，独力でいわゆる正しいプロモーション活動を行うために，自
社や業界団体の教育訓練に従って努力するとともに，絶えず自己研績と自己啓
発に努めていかなければならない。
このような基本的心構えを踏まえた医薬情報担当者の業務が，どの医療施設
を訪れ，あるいは医療担当者と面談するかによって異なっているのはむしろ当
然のことである。製薬協の前掲解説書に基づいてまとめれば，①治験薬，②既
存の医療用医薬品及び医薬品副作用，③薬価に関する少なくとも 3つに大別で
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きる業務がある。
① 医療用医薬品となるべき化学物質の治験にあたっては，医療施設や医療
担当者を度々訪問して，治験を依頼し，治験施設について了解を得ることがま
ず先決問題である。さらに，医薬情報担当者が自社の研究開発部門の指示を受
けて，治験薬の有効性と安全性に関する情報をすでに治験を依頼済みの医療担
当者を訪問して収集し，研究開発部門にフィード・バックしなければならない。
医療担当者からの質疑事項 特に医師から収集したナマの新医薬情報などの学
術情報は，研究開発部門に迅速かつ正確に伝達し，逆に医師へ速やかに回答
し，研究開発部門からの情報も伝達しなければならない。
このような業務を行うためには，医薬情報担当者は自社の治験薬の特質，適
応症，効能・効果，使用上の注意，薬価差益などについて正確にしかも克明に
解説できる能力を持たなければならない。それだけにとどまらず，研究開発部
門の会議などを通じて自社の研究開発の進渉状況を熟知していること，担当医
師の専門分野も既知でなければならない。
このような一般的な業務に自信をもって積極的に遂行できるようになるまで
には，やはり相当の経験年数が必要であることは改めて言うまでもないことで
ある。
② すでに製造承認と製造許可を取得している医療用医薬品についても，医
薬情報担当者特有の業務がある。そのような許可の下りている既存の医療用医
薬品の品目について，使用量の増大，症例数の多様性，併用薬・併用療法に伴
う医薬品としての有効性と安全性についての学術情報を医療担当者から聴取し
て記録にとどめておかなければならない。とりわけ，その既存品の品質のク
レーム，副作用などを知るために，リベイトはもとよりあの手この手の方策を
通じて，また長年の信頼関係を拠り所として，医療担当者に特別に要請しなけ
ればならない。これがまた一苦労で、ある。その依頼に基づく臨床試験の結果か
ら先程のクレーム，副作用の発現条件，副作用の症状と程度などを医師から詳
細にしかも正確に聴取し，自社の研究開発部門にフィード・パックしなければ
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ならない。
その聴取で出された医療担当者の質疑事項，前述の学術情報に対して，特に
副作用の発現などの処置については，研究開発部門は，あるいは医薬情報担当
者は迅速にかつ精確に回答しなければならない。
③ 医薬情報担当者は，自社開発新薬にしても欧米の製薬企業からの導入品
や技術導入による自社製造品にしても，それらの薬効別品目の特性，剤型，包
装，有効性と安全性に関する情報を医療担当者に対して正確に伝達するだけで
なく，医療担当者が最も早く知りたがっている薬価についての価格情報を伝え
なければならない。
このような大別して 3つの業務の遂行にあたっては，製薬協が加盟製薬企業
約75社に対して医薬情報担当者の規範作成を奨めるために昭和51年4月に策定
した『医療用医薬品のプロモーションに関する倫理コード』（55年 3月 1日改
訂〉によれば，医薬情報担当者は次の事項に十二分に留意して行動すべきであ
ると定められている。
① プロモーションの倫理基準を遵守すること。プロモーションとは医薬品
の販売促進行動や医薬情報収集・伝達及びフィード・パック行動に基づく
医薬品の普及推進活動であると解釈できる。
② 自社品についてはもとより，一般分野及び専門分野におげる的確な知識
の習得に努め，それを正しく伝達できる能力を養うこと。
③ 医療関連従事者として，その職能を発揮するため，常に品位を保持しつ
つ責任感と誠意をもって職務を遂行すること。
④ プロモーション用印刷物，サンフ。ル（試供薬）などを医薬品の適正使用
のために正しく用いること。このプロモーション用印刷物及び医学雑誌な
どへの掲載広告については，その掲載事項は添付文書に準拠すること，製
薬企業の社内においてプロモーション用印刷物及び広告に関する審査シス
テムを確立し，表現の適正化に努めるべきであると決められている。
⑤ 医療機関内では，そこで定められた規律を守り，秩序を乱さないように
-190-
-685-
行動すること。
⑥ 医療ニーズと適切な医薬品需要の把握に努めること。
このように，医薬情報担当者には医療関連従事者としての考え方，態度，行
動についての「倫理jが要求されている。
4. 医薬情報担当者の役割
医薬情報担当者の役割は，医薬情報担当者がそのような業務を積極的に遂行
していくことによって果たされることになる。既述のように，医薬情報担当者
は医薬品の学術情報収集・伝達，薬価形成，販売促進において極めて重要な役
割を果たしている。このことは，医薬情報担当者が製薬企業と医療担当者との
パイフ。役あるいは橋頭埠としての役割を果たしていることはもちろんのこと，
自社品の流通範囲の拡大と流通量の増大，したがって売上高の増大にいわば先
兵として大きく貢献していることを表している。
図 I-1 医薬品に係わる医療担当者と医薬情報担当者の関係
選択
適正使用
〔製薬企業を代表〕
学術情報の伝達・収集
フィード・パック，薬価情報の提供
国民医療に貢献
品質・有効性・安全性を確保
。倫理・知識・技能
資料：村田正弘，宿前貴子，『ドラッグインフォメーション入門』，昭和57年， 220ベー
、ノ
（注〉 原図に「製薬企業J，「技能J，「薬価情報の提供」を加筆した。
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このような医薬品に係わる医療担当者と医薬情報担当者の関係は，図 I-1 
のように表されている。この図は，医薬情報担当者が社外において会社を代表
して独力で医療担当者と面談し，学術情報の収集・伝達・フィード・パック，
薬価情報の提供などの主たる業務を「倫理J，「知識J，「技能」を総合した能力
で遂行することによって，自社品の品質，有効性及び安全性の確保とともに，
自社品の流通量の増大，したがって売上高の増大に貢献していることを示した
ものである。また，この貢献がひいては国民医療に貢献していることになるこ
とを表したものである。
5. 医療情報担当者の資質向上策とその効果
(1) 医薬情報担当者の資質向上策
まず，医薬情報担当者の資質とは，先の解説書によれば，「倫理J，「知識」
（一般分野及び専門分野の幅広い知識，諸法規，諸通達などの法的制度的知
識，自社及び他社の製品知識〉，「技能」（学術情報の収集・伝達及びフィード・
パックの能力，医療担当者との対話能力）を総合したものである。それに人柄
なども加えられるであろう。
これらの資質を完全無欠に備えている医薬情報担当者はし、ないわけであるか
ら，どうしても医薬情報担当者の資質には格差が出てくることはやむを得ない。
しかし，この資質の差をそのままにして放置しておくことはできない。その差
が医療担当者である医師や薬剤師から受ける信頼の差となって現われるからで
ある。ある薬効分野の品目には競合品もあるから，その信頼が高いほど，その
医薬情報担当者の所属する製薬企業の品目が購入され易い。競合品の有無いか
んによらず，医療担当者は医薬情報担当者の資質を考慮して医薬品の購入先つ
まり製薬企業を決める場合が多いから，資質の高い医薬情報担当者の育成こそ
は，有効性と安全性にできるだけ優れた医薬品の開発に役立つだけでなく，流
通量の増大，したがって売上高の増加にも直結する不可欠の重要事項である。
製薬企業各社はそのことを熟知しているからこそ，医薬情報担当者の資質向
上策を講じているわけである。各社とも既述の業務を遂行させるために，入社
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後の社員研修のほか，独自の医薬情報担当者育成策を策定し，その実施を進め
ている。
個々の製薬企業だけでなく，業界団体，厚生省などもその育成策を提示して
いる。日本医師会は，昭和59年に『医薬品長期総合対策』をまとめた。その中
で医薬情報担当者の資質向上を図るために，「医薬品関係者の育成一一プロパ
ー教育」の実施が必要であることを強調している。
厚生省薬務局も，医薬情報担当者対策を医療・薬務行政の中で必要に迫られ
たため，製薬協に製薬業界の自主規制による医薬情報担当者の資格化を要望し
Tこ。
製薬企業の lつの団体である製薬協は，昭和54年10月に『医薬情報担当者の
教育研修要綱』を策定し，医薬情報担当者の導入教育及び継続教育を55年4月
から開始し，医薬情報担当者の資格化を実施した。
このような製薬協の自主規制には，次の2つの特色がある。
① 医薬情報担当者を単なるセイルスマンと区別していることである。図 i
-1の関係のように，医薬情報担当者は改正薬事法に厳しく規定された医薬品
に関する学術情報の収集・伝達及びフィード・パックなどについて製薬企業と
医療担当者や医療機関との接点となる極めて重要な役割を果たしているからで
ある。
② 医薬情報担当者の資格条件は，学歴，出身の専攻別によらず，教育研修
の認定をもって行うという点にある。
製薬協の教育研修要綱では，新入社員を対象とする導入教育は年間で最小限
150時間，継続教育は年間で最小限100時間と規定している。導入教育の内容で
は，法規，制度，倫理，その他の科目の合計で50時間，（解剖学と生理学で40時
間，薬理学で20時間，薬剤学で10時間，その他で30時間を充て，総計150時間を
基礎学術教育に充てている。その上 製品教育と実施教育（研修〉に多くの時
間数を割り当てている。
継続教育の内容では，基礎学術教育，製品教育，実地教育の充実を図るもの
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である。
これらの教育は80社を上回る製薬企業が実施している。各年度において各社
で実施された導入教育の平均時間数は基礎学術教育で200時間を超え，製品教
育で140時間前後，実地教育で600時間前後となっており，猛烈な教育ぶりが伺
われる。
しかし，製薬企業各社の教育内容が異なっているので，し、くつかの間題点が
ある。各社の医薬品の特殊性に応じた各種の情報を医療担当者や医療機関へ提
供しているであろうか。医薬品の使用者である医師には卒後教育を，病院薬剤
師（医薬品の管理，医薬情報担当者と医師の聞のパイプ役として医薬品情報を
中継する役割も果たしている。）には教育研修をそれぞれ併せて行わなければ
ならない。医薬情報担当者だけに教育しでも片手落ちである。
(2) 医薬情報担当者の資質向上策の効果
今日のような国民医療費抑制時代や薬価の冬の時代（薬価基準の切下げ，つ
まり薬剤費の引下げ、が相次いでいること）にあっては，また新薬や後発品の上
市がなされたときには，製薬企業はそれらの品目が自社品の品目と競合する場
合には，いままでの売上高は期待できず，その売上高でさえも維持できなくな
るであろうから，各社とも自前の医薬情報担当者を通じて売込み至上主義の激
烈な売上競争や過当競争を展開している。特に，各社とも販売力の強化と販売
効率の向上を目的として，資質の高い医薬情報担当者の医薬活動のほこ先を大
病院や病院に向けさせている。そこへは医薬品をまとめて大量に販売できる可
能性があるため，薬価差益が大きくなる薬価の下ではますます大きなロットで
売り込める潜在的・顕在的可能性があるからである。
その売込みのためには，乱売や出血販売だけでなく，試供薬の配布，添付品
（医療機関や開業医，薬局・薬店などが医薬品のある品目を製薬企業が内密に
決めている購入額以上に，または購入量以上に購入した場合には，製薬企業が
その購入者や購入機関に与えるおまけのこと〉の付与，抱き合わせ販売などの
ほか，あの手この手のリベイト贈答品などの手段を使っている。この種の販売
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促進行動は，自前で育成した医薬情報担当者であればあるほど自社の意向を十
二分に反映した行動をとるから，自社にとって好都合なことである。
この意味からみても，製薬企業各社が自前の医薬情報担当者を育成して，医
薬情報担当者に医療側のニーズや医薬情報を収集・伝達する能力を持たせるこ
とによって，自社品の商品生命（ライフサイクル〉を延長させ，研究開発費の
回収にも役立たせ，他方で自社品の流通量の増大，売上高の増加に貢献させて
いるだけでなく，「薬価調査」（この調査は厚生省が実施するものであるが，医
療担当者が購入品目の薬価を自分で調査票に記入するとし、う意味で自計調査に
なっているため，実勢価格に近い薬価でさえも記入されていないとし、う根本的
な問題点がある。〉の際に有利となるように，薬価についてはいついかなると
き，いかなる品目についても，医療担当者に解説させているから，自社品の薬
価算定についても極めて重要な活動をさせていることになる。
このような効果があるからこそ，製薬企業は各社とも医薬情報担当者を育成
し，その資質の向上を図っているわけである。
I むすび
製薬企業ないし医薬品産業がし、かに高い収益を得ているかを他の産業ないし
企業との経営指標の比較によって多少とも明らかにすることができたと考えて
いる。
この収益を上げてし、く根本的なことは，新薬の研究開発につきるわけである
が，医薬品が研究開発され，厳しい審査をパスしてはじめて製造・販売が許可
された医薬品が製薬企業各社の固有の流通システムの中で流通している段階に
おいては，医薬情報担当者の存在価値があまりにも大きなものであることが改
めてわかる。医薬情報担当者の役割は高く評価しなければならない。
それだけに，医薬情報担当者はその心構えとともに，資質の向上に努めるべ
きである。このことがひいては自社品から得られる様々な効果，とりわけ品
質，有効性及び安全性に優れた医薬品開発効果，自社品の流通量増大効果，し
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たがって売上高増大効果をもたらせるだけでなく，究極的には患者などに福音
を与え，ひいては国民医療の向上にも役立つていくに違いないからである。
（本稿は，財団法人 島原科学振興会の昭和62年度研究助成による研究成果の
一部である。〉
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